
 

 
第第44節節  円円滑滑なな⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保とと合合理理的的なな価価格格のの形形成成にに向向けけたた

対対応応  
 
 5 
我が国においては、全ての国⺠が健康的な⽣活を送るために必要な⾷品を⼊⼿できない、

いわゆる「⾷品アクセス」の問題への対応が重要な課題となっています。また、⻑期にわた
るデフレ経済下で、農業・⾷品産業においては、⽣産コストが上昇しても、それを販売価格
に反映することが難しい状況も⾒られています。 

本節では、円滑な⾷品アクセスの確保に向けた対応や合理的な価格の形成のための取組等10 
について紹介します。 

 
((11))  円円滑滑なな⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保にに向向けけたた対対応応  
((⾷⾷品品へへののアアククセセススがが⼗⼗分分ででなないい者者がが⼀⼀定定数数存存在在))  

公庫が令和6(2024)年1⽉に実施した調査によると、⾷料品店舗へのアクセスについて、15 
「公共交通⼿段の利⽤⼜は徒歩により、15分以内で⾷料品店舗にアクセスすることができ
る」と回答した⼈は65.8%となっている⼀⽅、「15分以内ではできない」と回答した⼈は
34.2%となっています(図図表表11--44--11)。 

また、同調査によると、健康的な⾷事のための⾷料品の購⼊が⼿頃な価格でできている
かどうかについて、「できている」と回答した⼈は59.9%となっている⼀⽅、「できていな20 
い」と回答した⼈は40.1%となっています(図図表表11--44--22)。我が国においては、平常時におい
ても円滑な⾷品アクセスの確保に課題があることがうかがわれます。 
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((地地域域のの関関係係者者がが連連携携すするる体体制制づづくくりりやや買買いい物物⽀⽀援援等等のの取取組組をを促促進進))  
⼈⼝減少・⾼齢化等により⼩売業や物流等の採算がとれない地域が発⽣し、このような

地域を中⼼に、⾷品を簡単に購⼊できない、買い物困難者等が増加しています。このよう
な問題に対処するため、地⽅公共団体や⺠間事業者では、地域の特⾊に応じてコミュニテ

図表1-4-1 ⾷料品店舗へのアクセス状況 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和6年1⽉)」
を基に農林⽔産省作成 

注：回答総数は2千⼈ 

図表1-4-2 ⼿頃な価格での飲⾷料品の購⼊ 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和6年1⽉)」
を基に農林⽔産省作成 

注：1) 回答総数は2千⼈ 
2) 「あまりできていない」、「ほとんどできていない」、「全く

できていない」の合計を「できていない」としている。 
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((フフーードドババンンクク活活動動のの⽀⽀援援をを強強化化))  
⽣産・流通・消費等の過程で発⽣する未利⽤⾷品を⾷品企業や農家等からの寄附を受け

て、福祉施設や⽣活困窮者等に無償で提供する「フードバンク」と呼ばれる団体の役割が
拡⼤しています。フードバンク活動は、未利⽤⾷品を必要とする者に届ける流通の⼀形態
であり、⾷品ロスの削減に直結するほか、⽣活困窮者への⽀援等の観点からも意義のある5 
取組であり、国⺠に対してフードバンク活動への理解を促進することが重要となっていま
す。 

フードバンク活動を⾏っている団体数(農林⽔産省Webサイトに掲載の希望があった団
体に限る。)は、令和6(2024)年3⽉末時点で、全国で273団体となっています(図図表表11--44--33)。
公益財団法⼈流 通

りゅうつう
経済
けいざい

研 究 所
けんきゅうしょ

の調査によると、フードバンクの運営上の課題については、10 
「予算(活動費)の不⾜」が82%で最も多く、次いで「⼈員の不⾜」、「⾷品を保管する倉庫
や冷蔵・冷凍庫、運搬する⾞の不⾜」の順となっています(図図表表11--44--44)。 

農林⽔産省では、未利⽤⾷品の提供等を通じた⾷品ロスの削減を推進するため、その受
け⽫となる⼤規模かつ先進的な取組を⾏うフードバンク等を⽀援しているほか、円滑な⾷
品アクセスの確保の観点から、⽣活困窮者等への⾷料提供の充実を図るため、都道府県を15 
通じてフードバンク等の新規⽴上げや取組拡⼤を⽀援することとしています。 

 

 
 

図表1-4-3 フードバンク活動を⾏っている 
団体数 

資料：農林⽔産省作成 
注：各年度末時点の数値 

資料：公益財団法⼈流通経済研究所「フードバンク実態調査事業報
告書」(令和2(2020)年3⽉公表) 

注：有効回答数は94団体(複数回答) 

フフーードドババンンクク  
URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/foodbank.html 
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図表1-4-4 フードバンクの運営上の課題 
(上位5位まで) 

 

ィバスや乗合タクシーの運⾏、移動販売⾞の運営、買い物代⾏サービスの提供等の取組を
⾏っていますが、対応が追いつかない状況にあります。くわえて、「物流の2024年問題」
により物を届けられない問題は⼀層深刻化することも考えられます。 

また、⾮正規雇⽤の増加等により、低所得者層が増加しつつあり、⽣活困窮者等の経済
的理由で⼗分かつ健康的な⾷事が取れていない者に対し、フードバンクやこども⾷堂等に5 
よる無償⼜は安価で⾷品や⾷事を提供する取組が広がっています。⼀⽅、取り扱う⾷品に
は偏りがあり、フードチェーンがつながっていないなど、地域の関係者による各々の取組
では不⼗分な状況も⾒られます。 

このため、農林⽔産省では、産地から消費地までの幹線物流の効率化とともに、地域ご
とに、⾷品アクセスに関する課題や実態を把握し、その課題解決に向けて、地⽅公共団体10 
を中⼼に、⽣産者・⾷品事業者、農業協同組合(以下「農協」という。)、社会福祉協議会、
特定⾮営利活動法⼈(以下「NPO1法⼈」という。)等の地域の関係者が連携する体制づく
りを図ることとしています。また、移動販売、無⼈型店舗、ドローン配送等の地域に応じ
たラストワンマイル物流の強化に向けた取組や買い物⽀援の取組、フードバンクやこども
⾷堂等の取組を後押しすることとしています。 15 

 

 
 

 
1 Non Profit Organizationの略で、⾮営利団体のこと 

((事事例例))  フフーードドババンンクク協協議議会会がが中中⼼⼼ととななりり県県域域単単位位でで⾷⾷料料⽀⽀援援をを展展開開((福福岡岡県県))  
 
福岡県古賀市

こ が し
に本拠を置く⼀般社団法⼈福岡県

ふくおかけん
フードバンク

協議会
きょうぎかい

では、フードバンク活動に関わる関係者が⼀体となって、地
域で⽣じた未利⽤⾷品を地域福祉に活⽤する取組を県内全域で展開
しています。 

同協議会は、未利⽤⾷品を必要とする⼈に無償で提供するフード
バンク活動が県内で安定的に継続・発展していくことを⽬指し、福
岡県の⽀援の下、⽣活協同組合(以下「⽣協」という。)や全国農業
協同組合連合会福岡県

ふくおかけん
本部、NPO法⼈等を構成員として、平成

31(2019)年4⽉に設⽴されました。 
フードバンク活動においては、同協議会が関係者間の調整役とな

り、協⼒企業の新規開拓、寄贈⾷品の受付・管理や⾷品の分配、合
意書の⼀括締結等を⾏い、活動の効率化・⼀元化を図ることで円滑
な⾷品の受け渡しを実現しています。また、既存のフードバンク団
体の活動範囲を拡⼤する⽀援や、新規フードバンク団体の⽴上げ⽀
援等も実施しています。 

このような取組の結果、フードバンク団体の近隣の事業所等が冷
凍・冷蔵を含めた商品保管に協⼒する取組や、各フードバンク団体
が協⼒企業店舗の店頭等で定期的にフードドライブを開催する取組
等が⾏われています。⾷品の提供に関わる関係者の連携が促進され
たことで、令和5(2023)年度の県内のフードバンクの⾷品取扱量は、
同協議会設⽴の令和元(2019)年度時点と⽐較して約4倍に拡⼤し、よ
り多くの⼈に⾷料を提供することができるようになりました。 

同協議会では、今後とも県内で⽣じた未利⽤⾷品は県内の福祉に活⽤するという循環型社会の実
現を⽬指し、フードバンク活動の普及・促進に⼀層尽⼒していくこととしています。 

フフーードドババンンクク団団体体  
へへののレレタタススのの斡斡旋旋  

資料：⼀般社団法⼈福岡県フードバンク
協議会 
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((フフーードドババンンクク活活動動のの⽀⽀援援をを強強化化))  
⽣産・流通・消費等の過程で発⽣する未利⽤⾷品を⾷品企業や農家等からの寄附を受け

て、福祉施設や⽣活困窮者等に無償で提供する「フードバンク」と呼ばれる団体の役割が
拡⼤しています。フードバンク活動は、未利⽤⾷品を必要とする者に届ける流通の⼀形態
であり、⾷品ロスの削減に直結するほか、⽣活困窮者への⽀援等の観点からも意義のある5 
取組であり、国⺠に対してフードバンク活動への理解を促進することが重要となっていま
す。 

フードバンク活動を⾏っている団体数(農林⽔産省Webサイトに掲載の希望があった団
体に限る。)は、令和6(2024)年3⽉末時点で、全国で273団体となっています(図図表表11--44--33)。
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の調査によると、フードバンクの運営上の課題については、10 
「予算(活動費)の不⾜」が82%で最も多く、次いで「⼈員の不⾜」、「⾷品を保管する倉庫
や冷蔵・冷凍庫、運搬する⾞の不⾜」の順となっています(図図表表11--44--44)。 

農林⽔産省では、未利⽤⾷品の提供等を通じた⾷品ロスの削減を推進するため、その受
け⽫となる⼤規模かつ先進的な取組を⾏うフードバンク等を⽀援しているほか、円滑な⾷
品アクセスの確保の観点から、⽣活困窮者等への⾷料提供の充実を図るため、都道府県を15 
通じてフードバンク等の新規⽴上げや取組拡⼤を⽀援することとしています。 

 

 
 

図表1-4-3 フードバンク活動を⾏っている 
団体数 

資料：農林⽔産省作成 
注：各年度末時点の数値 

資料：公益財団法⼈流通経済研究所「フードバンク実態調査事業報
告書」(令和2(2020)年3⽉公表) 

注：有効回答数は94団体(複数回答) 
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図表1-4-4 フードバンクの運営上の課題 
(上位5位まで) 

 

ィバスや乗合タクシーの運⾏、移動販売⾞の運営、買い物代⾏サービスの提供等の取組を
⾏っていますが、対応が追いつかない状況にあります。くわえて、「物流の2024年問題」
により物を届けられない問題は⼀層深刻化することも考えられます。 

また、⾮正規雇⽤の増加等により、低所得者層が増加しつつあり、⽣活困窮者等の経済
的理由で⼗分かつ健康的な⾷事が取れていない者に対し、フードバンクやこども⾷堂等に5 
よる無償⼜は安価で⾷品や⾷事を提供する取組が広がっています。⼀⽅、取り扱う⾷品に
は偏りがあり、フードチェーンがつながっていないなど、地域の関係者による各々の取組
では不⼗分な状況も⾒られます。 

このため、農林⽔産省では、産地から消費地までの幹線物流の効率化とともに、地域ご
とに、⾷品アクセスに関する課題や実態を把握し、その課題解決に向けて、地⽅公共団体10 
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たラストワンマイル物流の強化に向けた取組や買い物⽀援の取組、フードバンクやこども
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((事事例例))  フフーードドババンンクク協協議議会会がが中中⼼⼼ととななりり県県域域単単位位でで⾷⾷料料⽀⽀援援をを展展開開((福福岡岡県県))  
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では、フードバンク活動に関わる関係者が⼀体となって、地
域で⽣じた未利⽤⾷品を地域福祉に活⽤する取組を県内全域で展開
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り、協⼒企業の新規開拓、寄贈⾷品の受付・管理や⾷品の分配、合
意書の⼀括締結等を⾏い、活動の効率化・⼀元化を図ることで円滑
な⾷品の受け渡しを実現しています。また、既存のフードバンク団
体の活動範囲を拡⼤する⽀援や、新規フードバンク団体の⽴上げ⽀
援等も実施しています。 

このような取組の結果、フードバンク団体の近隣の事業所等が冷
凍・冷蔵を含めた商品保管に協⼒する取組や、各フードバンク団体
が協⼒企業店舗の店頭等で定期的にフードドライブを開催する取組
等が⾏われています。⾷品の提供に関わる関係者の連携が促進され
たことで、令和5(2023)年度の県内のフードバンクの⾷品取扱量は、
同協議会設⽴の令和元(2019)年度時点と⽐較して約4倍に拡⼤し、よ
り多くの⼈に⾷料を提供することができるようになりました。 

同協議会では、今後とも県内で⽣じた未利⽤⾷品は県内の福祉に活⽤するという循環型社会の実
現を⽬指し、フードバンク活動の普及・促進に⼀層尽⼒していくこととしています。 
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((22))  合合理理的的なな価価格格のの形形成成にに向向けけたた対対応応  
((農農業業⽣⽣産産資資材材価価格格のの上上昇昇とと⽐⽐べべてて農農産産物物価価格格のの上上昇昇はは緩緩ややかか))  

農業経営体が購⼊する農業⽣産資材価5 
格に関する指数である農業⽣産資材価格指
数については、令和3(2021)年以降、飼料
や肥料等の価格⾼騰により上昇し、令和
5(2023)年4⽉に122.3となりました。その
後は横ばい傾向で推移しており、令和10 
6(2024)年2⽉時点で120.9となっています
(図図表表11--44--55)。 

⼀⽅、農業経営体が販売する農産物の⽣
産者価格に関する指数である農産物価格指
数については、令和4(2022)年以降、野菜15 
や花き等の価格が上昇したことを受け、お
おむね上昇基調で推移し、令和6(2024)年2
⽉時点では108.9となっています。 

両者の推移を⽐較すると、農産物価格指数の上昇率は、令和5(2023)年10⽉に野菜等の
価格⾼騰により119.6となる⼀時的な上昇はあったものの、農業⽣産資材価格指数の上昇率20 
と⽐べて緩やかな動きとなっています。飼料や肥料原料の⾼騰等により農業⽣産資材価格
が⾼い⽔準で推移する⼀⽅、農産物価格への転嫁は円滑に進んでいないことがうかがわれ

 
東京都⽂京区

ぶんきょうく
の「動

どう
坂
ざか

ごはん」では、⼦育て世帯を対象として、こども⾷
堂の取組を推進しています。 

同団体は、地域の催し等で⾷事の⼿伝いを⾏う中で、⽀援できることがな
いかとの思いから、令和元(2019)年6⽉にこども⾷堂を開設し、弁当を配付す
る取組を開始しました。 

同団体によるこども⾷堂は、同区内の⼦育て世帯を対象として、毎⽉1回開
催しており、弁当配付を中⼼とした運営を⾏っています。⾷品の調達につい
ては、社会福祉協議会からの⽀援や⼤⼈の参加者から徴収した参加費を基に、
スーパーマーケットから購⼊しているほか、農業者や企業から⾷材提供を受
けています。 

また、こども⾷堂での居場所づくり等の取組を通して、⺟⼦家庭の情報を
社会福祉協議会と共有することで、困っている家庭の橋渡し役としての活動
も展開しています。 

このような取組を⾏う中で、⺟⼦家庭で⾷事を作る時間が取
れない家庭からは、喜びや感謝の声が寄せられています。また、
訪れたついでに気軽に悩み事等を相談できるほか、地域での交
流の機会を提供する場所としても役⽴てられています。 

同団体では、対⾯形式での開催への変更や、⾷材の調達先の
確保等に課題を有していますが、今後とも、地域で連携しなが
ら、⼦供の⾷育や⾒守り⽀援等を含め、こども⾷堂の取組を推
進していくこととしています。 

((事事例例))  ⼦⼦育育てて世世帯帯をを対対象象ととししてて「「ここどどもも⾷⾷堂堂」」のの取取組組をを推推進進((東東京京都都))  

ここどどもも⾷⾷堂堂をを運運営営すするるススタタッッフフ  
資料：動坂ごはん 

図表1-4-5 農業⽣産資材価格指数と農産物価
格指数 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 令和2(2020)年の平均価格を100とした各年各⽉の数値 

2) 令和5(2023)、6(2024)年は概数値 
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((ここどどもも⾷⾷堂堂等等にによよるる⾷⾷料料提提供供のの取取組組をを推推進進))  
こども⾷堂は、⼦供たちを中⼼に無料⼜は安価で栄養のある⾷事や温かな団らん、共⾷

の場を提供する、地域住⺠等による⾃主的な取組です。特定⾮営利活動法⼈全国
ぜんこく

こども5 
⾷ 堂

しょくどう
⽀援
し え ん

センター・むすびえが令和5(2023)年9〜11⽉に実施した調査によると、こども
⾷堂の箇所数は全国で9,132か所となっています。 

こども⾷堂は、共⾷の場の提供のほか、⼦供の居場所づくりや⽣活困窮者等への⾷品ア
クセスの確保の観点からも重要な取組です。 

農林⽔産省では、⾷育を推進する観点から、こども⾷堂等地域での様々な共⾷の場を提10 
供する取組を⽀援してきており、令和2(2020)年度からは政府備蓄⽶の無償交付を⾏って
います。令和5(2023)年度の交付数量は、学校等給⾷向けが約10t、こども⾷堂向けが約13t、
こども宅⾷向けが約127t、合計で約150tとなっています。 

また、⽣活困窮者等への⾷料提供の充実を図るため、都道府県を通じてこども⾷堂等の
新規⽴上げや取組拡⼤を⽀援することとしています。 15 

 
愛媛県新居浜市

に い は ま し
の特定⾮営利活動法⼈eワーク愛媛

え ひ め
では、未利⽤

⾷品を「おもいやり⾷料」として活⽤するフードバンク活動を展
開しています。 

同法⼈では、平成24(2012)年からフードバンク事業を展開して
おり、安全性や品質に問題がなく、まだ⾷べられるにもかかわら
ず、パッケージの印刷ミスや⽸のへこみ、規格外品であるといっ
た様々な理由で廃棄されている「もったいない⾷料」を橋渡しし
て、⾷料を必要としている個⼈や団体に活⽤してもらう活動を推
進しています。 

令和4(2022)年度においては、⾷品の寄贈元は86団体まで増加し
ており、提供先は87団体に拡⼤しています。また、同年度の⾷料
取扱量は61tとなっており、⾷材購⼊費換算では約3,673万円に相当
しています。 

⽣活困窮者への直接提供では、スタッフが対⾯で対応し、⾷品
の提供時に困り事の相談に応じるなど、単なる⾷品提供で終わら
ない⽀援活動を⾏っています。 

同法⼈では、フードバンクの役割を⾷品ロス削減と⽣活困窮者
⽀援のみにとどまらないものと位置付け、「もったいない⾷料」を
⼤切にして「ありがとう」につなげる「おもいやり⾷料」として
活⽤することを重視しています。 

今後は、家庭からの⾷品の寄贈先として位置付けている「フー
ドドライブ」の設置箇所の拡充を含め、より良い⾷⽂化への転換
や、住みやすく活気ある地域の創出を図ることを⽬指し、フード
バンク活動を展開していくこととしています。 

「「おおももいいややりり⾷⾷料料」」のの提提供供  
資料：特定⾮営利活動法⼈ e ワーク愛媛

((事事例例))  「「おおももいいややりり⾷⾷料料」」をを提提供供すするるフフーードドババンンクク活活動動をを展展開開((愛愛媛媛県県))  

フフーードドドドラライイブブへへのの⾷⾷品品のの持持込込みみ  
資料：特定⾮営利活動法⼈ e ワーク愛媛 
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((農農業業者者⾃⾃ららががココスストト構構造造をを把把握握・・説説明明ででききるるここととがが重重要要))  
合理的な価格の形成の取組に向けては、⽣産コストの実態を消費者まで伝達することが

必要です。⽣産・加⼯・流通・⼩売等の各事業者を通じて、消費者までコスト構造を伝達
するためには、フードバリューチェーンの起点である農業者⾃らがコスト構造を把握し、
説明できるようにする必要があります。そのためにも、農業者による経営管理能⼒の向上5 
が必要となっています。 

 

 
 

((円円滑滑なな価価格格転転嫁嫁やや取取引引のの適適正正化化にに係係るる取取組組をを推推進進))  10 
政府は、令和3(2021)年に決定した「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円

滑化施策パッケージ」に基づき、中⼩企業等が賃上げの原資を確保できるよう、取引事業
者全体のパートナーシップにより、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を価格

 
茨城県茨城町

いばらきまち
に本拠を置く全国農業協同組合連合会茨城県

いばらきけん
本部(以下「JA全

農いばらき」という。)では、価格転嫁の理解促進に向けて、主要品⽬・作型
別に⽣産費の上昇額の試算表を作成し、⽣産コスト上昇の「⾒える化」を推
進しています。 

農業⽣産資材の⾼騰の影響を受ける中、取引先に対して産地側のコストの
状況が伝わりにくいことが課題となっています。このため、JA全農いばらき
では、⽣産費が考慮された価格形成の実現に向け、農業⽣産資材の価格⾼騰
の影響を数値で⽰すため、野菜や果樹、花き等の36品⽬について、県の統計
を基に、6項⽬(肥料、農薬、光熱動⼒、出荷資材、労働賃⾦、運賃)に関し、
平成30(2018)年度と令和4(2022)年度の⽣産費を⽐較し、その上昇額を算出し
た試算表を、県内JAの理解を得て完成させました。 

JA全農いばらきでは、⼤⼿卸売会社向けに説明会を開催し、
当該試算表をバイヤー等との価格交渉の場で活⽤することを要
請したほか、県内の各市場や、直接取引している⾷品企業等に
も説明を⾏いました。 

これらの取組により、取引価格の値上げに応じる取引先も⾒
られており、価格交渉の場で⽣産費の上昇を客観的に⽰すこと
の重要性が再認識されています。 

JA全農いばらきでは、管内の農協が地域の⽣産状況に応じて
独⾃の試算表を作成するなど、⽣産コスト上昇の「⾒える化」
の取組が更に拡⼤することを期待しています。 
 

((事事例例))  ⽣⽣産産ココスストトをを「「⾒⾒ええるる化化」」しし、、取取引引先先ととのの交交渉渉にに活活⽤⽤((茨茨城城県県))  

取取引引先先向向けけのの説説明明会会  
資料：全国農業協同組合連合会茨城県本部 

主主なな品品⽬⽬のの１１ケケーースス当当たたりり⽣⽣産産費費上上昇昇額額のの試試算算表表  

資料：全国農業協同組合連合会茨城県本部 
注：令和5(2023)年6⽉時点の試算値 

（単位：円）

肥料 農薬 出荷資材 光熱動⼒費 労働賃⾦ 運賃
ピーマン 26.3 9.1 9.7 5.7 38.1 5.0 93.9

結球レタス 160.3 2.8 39.2 2.0 54.0 8.0 266.3
はくさい 25.9 8.4 17.4 1.7 10.0 10.0 73.4
かんしょ 33.3 7.6 9.3 4.5 27.1 6.0 87.9
れんこん 53.3 1.9 23.0 7.5 31.9 6.0 123.6
春メロン 86.8 12.4 20.6 3.1 52.1 10.0 185.0

⽣産出荷に係る資材等別上昇額(1ケース当たり)
品名

1ケース当たり
上昇額

 

ます。 
 

((農農業業交交易易条条件件指指数数はは令令和和22((22002200))年年をを下下回回るる⽔⽔準準でで推推移移))  
農産物価格と農業⽣産資材価格の相対

的な関係の変化を⽰す農業交易条件指数に5 
ついては、令和5(2023)年は88.9となりまし
た。引き続き、令和2(2020)年を下回る⽔
準で推移しており、⽣産者の収益環境が厳
しい状況下に置かれていることがうかがわ
れます(図図表表11--44--66)。 10 

農業経営の安定化を図り、農産物が将来
にわたって安定的に供給されるようにする
ためには、⽣産コストの上昇等が、⾷料シ
ステム全体で考慮されることが重要となっ
ています。 15 

 
 
 

((ココスストト⾼⾼騰騰にに伴伴うう農農産産物物・・⾷⾷品品へへのの価価格格転転嫁嫁がが課課題題))  
農産物の価格については、品⽬ごとにそ20 

れぞれの需給事情や品質評価に応じて形成
されることが基本となっていますが、流通
段階での価格競争の厳しさといった様々な
要因で、農業⽣産資材等のコスト上昇分を
適切に取引価格に転嫁することが難しい状25 
況にあります。 

公益社団法⼈⽇本
に ほ ん

農 業
のうぎょう

法⼈
ほうじん

協 会
きょうかい

が令
和4(2022)年10⽉〜5(2023)年2⽉に実施し
た調査によると、調査時点で抱えている経
営課題について、「価格転嫁ができない」と30 
回答した農業者の割合は36.7%で4番⽬に
多い結果となりました(図図表表11--44--77)。 

また、中⼩企業庁が令和5(2023)年10〜12⽉に実施した調査1によると、⾷品製造業(中⼩
企業)におけるコスト増に対する価格転嫁の割合は53.1%となっています。 

飼料、肥料、燃油等の農業⽣産資材や原材料の価格⾼騰は、⽣産者や⾷品企業の経営コ35 
ストの増加に直結し、最終商品の販売価格まで適切に転嫁できなければ、⾷料安定供給の
基盤⾃体を弱体化させかねません。 

このため、農業⽣産資材や原材料価格の⾼騰等による農産物・⾷品の⽣産コストの上昇
等について、消費者の理解を得つつ、⾷料システム全体で、合理的な費⽤を考慮した価格
形成の仕組みづくりに向けて環境整備を進めていくことが必要です。 40 

 
 

1 中⼩企業庁「価格交渉促進⽉間(2023年9⽉)フォローアップ調査」(令和6(2024)年1⽉公表) 

図表1-4-6 農業交易条件指数 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 農業交易条件指数=農産物価格指数÷農業⽣産資材価格指

数×100 
2) 令和2(2020)年の平均値を100とした各年各⽉の数値から

算出 
3) 令和5(2023)、6(2024)年は概数値から算出 
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図表1-4-7 農業法⼈の経営課題(上位6位まで) 

資料：公益社団法⼈⽇本農業法⼈協会「2022年版 農業法⼈⽩書」
を基に農林⽔産省作成 

注：令和4(2022)年10⽉〜5(2023)年2⽉に実施した調査で、有効
回答数は1,380者(複数回答) 
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((農農業業者者⾃⾃ららががココスストト構構造造をを把把握握・・説説明明ででききるるここととがが重重要要))  
合理的な価格の形成の取組に向けては、⽣産コストの実態を消費者まで伝達することが

必要です。⽣産・加⼯・流通・⼩売等の各事業者を通じて、消費者までコスト構造を伝達
するためには、フードバリューチェーンの起点である農業者⾃らがコスト構造を把握し、
説明できるようにする必要があります。そのためにも、農業者による経営管理能⼒の向上5 
が必要となっています。 

 

 
 

((円円滑滑なな価価格格転転嫁嫁やや取取引引のの適適正正化化にに係係るる取取組組をを推推進進))  10 
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滑化施策パッケージ」に基づき、中⼩企業等が賃上げの原資を確保できるよう、取引事業
者全体のパートナーシップにより、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を価格
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準で推移しており、⽣産者の収益環境が厳
しい状況下に置かれていることがうかがわ
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ストの増加に直結し、最終商品の販売価格まで適切に転嫁できなければ、⾷料安定供給の
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このため、農業⽣産資材や原材料価格の⾼騰等による農産物・⾷品の⽣産コストの上昇
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図表1-4-7 農業法⼈の経営課題(上位6位まで) 

資料：公益社団法⼈⽇本農業法⼈協会「2022年版 農業法⼈⽩書」
を基に農林⽔産省作成 

注：令和4(2022)年10⽉〜5(2023)年2⽉に実施した調査で、有効
回答数は1,380者(複数回答) 
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に適切に転嫁できる環境整備に取り組んでいます。具体的には、公正取引委員会において、
独占禁⽌法1の「優越的地位の濫⽤」に関して、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の
上昇分の価格転嫁が適切に⾏われているか等を把握するための更なる調査を実施するなど、
コスト上昇分を適正に転嫁できる環境の整備を進めています。 

農林⽔産省では、令和3(2021)年12⽉に⾷品製造業者と⼩売業者との取引関係において、5 
問題となり得る事例等を⽰した「⾷品製造業者・⼩売業者間における適正取引推進ガイド
ライン」を策定するとともに、令和6(2024)年3⽉には、卸売市場の仲卸業者等と⼩売業者
との取引関係において、問題となり得る事例等を⽰した「卸売市場の仲卸業者等と⼩売業
者との間における⽣鮮⾷料品等の取引の適正化に関するガイドライン」を策定しました。
これらを普及させることで、取引上の法令違反の未然防⽌、⾷品製造業者、卸売市場の仲10 
卸業者等や⼩売業者の経営努⼒が報われる適正な取引の推進を図っています。 

 
((フフェェアアププラライイススププロロジジェェククトトをを開開始始))  

国際情勢の影響により、⾷品の原材料や
農業⽣産資材、エネルギー価格の⾼騰に加15 
え、円安の進⾏で、様々な⾷品の⽣産・流
通コストが上昇し、農林⽔産業・⾷品産業
は深刻な影響を受けています。 

このため、農林⽔産省では令和5(2023)
年7⽉に「フェアプライスプロジェクト」20 
を⽴ち上げ、農林⽔産業の現状や今後の我
が国の⾷の未来について考え、合理的な価
格の形成による持続可能な⾷料供給の実現
に向けた理解と共感を深めることを狙いとした広報活動を⾏っています。 

 25 
((合合理理的的なな価価格格のの形形成成ののたためめのの取取組組をを推推進進))  

持続可能な⾷料供給を実現するためには、⽣産だけでなく、流通、加⼯、⼩売等のフー
ドチェーンの各段階の持続性が確保される必要があり、また、これらが実現することは消
費者の利益にもかなうものです。 

このような持続可能な⾷料供給の実現に向けて、農林⽔産省では令和5(2023)年8⽉に30 
「適正な価格形成に関する協議会」を設⽴しました。同協議会では、適正取引を推進する
ための仕組みについて、統計調査の結果等を活⽤し、⾷料システムの関係者の合意の下で
コスト指標を作成し、これをベースに各段階で価格に転嫁されるようにするなど、取引の
実態・課題等を踏まえて構築することとしています。 

令和5(2023)年度においては、まずは「飲⽤⽜乳」と「⾖腐・納⾖」を対象として、実35 
務に精通した取引担当者等によるワーキンググループで検討を進めるとともに、その他の
品⽬についても、コストデータの把握・収集、価格交渉や契約においてどのような課題が
あるか等について協議会で検討を進めています。 

 

 
1 正式名称は「私的独占の禁⽌及び公正取引の確保に関する法律」 

適適正正なな価価格格形形成成のの理理解解・・共共感感をを  
深深めめるるたためめのの広広報報動動画画  
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